
１ 背景
①新型コロナウイルスの流行 → 行政のデジタル化の遅れが顕在化
②行財政改革推進計画(R2～6) ：６年度末までに行政手続の100％電子化（県民の利便性向上・業務効率化）を目標
２ 取組方針
①県民目線で行政サービスを見直す（県民の利便性・負担軽減を重視し、行政の都合を排除）
②行政サービス向上と行政事務の効率化を目指す（平日9時から17時に 役所に出向いて→24時間365日 スマホでどこでも）
（１）スケジュール
・年間申請件数１００件以上の手続を優先し、原則５年度までに電子化
・年間申請件数１００件未満の手続は、６年度までに電子化
※件数の多い手続を優先させるため、今後申請の見込まれない手続については、期間中の電子化対象から除外
・国等が全国統一の電子申請システムを導入するものは、効率性・利便性を鑑み、これを活用（関連手続も含め日程を合わせる）
※例えば、県税に関する一部手続については、国が７年度電子化を予定しており、これに合わせる

（２）申請者への支援
・手続毎に、個人と法人の別など、主な利用者層に応じて最適な申請画面を作成（継続的に改善）
・特に個人からの申請が多い手続は、スマホからの申請を前提に、申請者が見やすく、入力が容易な申請画面を作成
・スマホ等の電子機器の扱いが不慣れな方にも安心して利用してもらえるよう、ホームページの申請案内を充実（継続的に改善）
・利用者からの問い合わせに電話で対応できる窓口を設置

（３）添付書類の見直し
・本人確認のための印鑑証明等の添付書類については、マイナンバーカードや情報連携で代替することにより、申請者
の負担軽減を図る

（４）オンライン決済への対応
・公金納付を伴う行政手続については、オンライン決済を導入し、収納までの一連の手続を正確かつ円滑に電子上で
完結させる

（５）電子申請の利用促進
・電子化した手続については、過去の利用者や利用者団体等に周知し、電子申請の利用を促進

（６）業務の効率化
・電子化に合わせて、電子決裁の推進、台帳システム等へのデータ連携、添付書類の電子化など、業務効率化を検討
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令和６年2月現在行政手続の電子化に関する工程表（年度別電子化手続数）

• 電子化移行年度は現時点での予定であり、作業の進捗等に伴い、変更となる可能性がある
• 国等が、全国で統一したシステムで電子化を予定している手続等については、そのスケジュールによる
• 上記工程表の外、電子化スケジュールが公表されていない手続が374手続（412,085件）あり、今後詳細が決まり次第、上記工程表に追加する予定
• 県税に関する手続等、111手続（11,702件)については、７年度以降の電子化が予定されている
• 上記工程表には、行政機関から申請される手続、今後申請見込みがない手続、対面でなければ作成できない手続（学校の退学届等 ）を除く
• 件数は令和２年度の実績


